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社会資本整備のマネジメントサイクルの確立に向けて，事後評価の充実が重要な課題の 1つに挙げられる．事
後評価では，ストック効果の発現状況を多面的に捉え，統計データを有効に活用しながら，可能な限り定量的・
客観的に効果を把握することが求められる．インフラ整備によってもたらされるストック効果を適切に評価す
るためには，実務で一般的に行われている単純な前後比較では十分とは言えない．本稿では，昨今，様々な分
野で広く活用されるようになった統計的因果推論について，その手法を概説したのち，交通基盤整備効果の推
定を行う既往研究をレビューする．その上で，交通基盤整備評価への適用に向けた論点整理を行うとともに展
望について述べる．
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1. はじめに

限られた資源を有効に活用し，国民により信頼され

る行政を展開するために，政府は客観的根拠に基づく

政策形成（Evidence-Based Policy Making; EBPM）の

体制構築を推進している．政策効果の最大化に向けて

は，統計等データを用いた事実・課題の把握，政策効

果の予測・測定・評価による政策の改善といったマネ

ジメントサイクルの確立が必要である．国土交通行政

においては，事業採択時（及び再評価時）に費用便益

分析の実施が制度化され，事業効果の定量的評価が行

われてきたものの，完了後に実際に発現した効果につ

いて計測し，事後的に検証する作業はこれまで十分に

は行われてこなかった．平成 28年 11月に国土交通省

が策定した「ストック効果の最大化に向けてーその具

体的戦略の提言ー」では，「見える化・見せる化」をス

トック効果最大化のための重要戦略の１つとして位置

付け，今後行うべき取り組みとして，(1) 幅広い効果の

把握に向けた事後評価の充実，ビッグデータ，アンケー

ト等の幅広い情報の活用，(2) 誰にでもわかりやすい情

報提供，伝え方の工夫，(3) 帰着ベースの経済分析手法

の活用に向けた検討が挙げられている．

事後評価では，ストック効果の発現状況を多面的に

捉え，統計データを有効に活用しながら，可能な限り定

量的・客観的に効果を把握することが求められる．その

一方で，実務での事後評価では，事業の効果の発現状

況として，交通量や所要時間（走行速度），渋滞損失時

間などの実績データが事業前後でどの程度変化したか

を示すのが一般的で，前後比較による評価に留まって

いる．前後比較では，事業実施前後での状況変化が当

該事業だけによる効果であるかを判別できず，誤った

評価結果を導く可能性が否定できない．政策効果の評

価においては，政策を実行した場合 (with)と実行しな

かった場合 (without)の 2ケースの比較（有無比較）が

基本である．その際，経済モデルなどを用いて“実現し

なかったケース”を導出する必要があるものの，こう

したモデルは大規模かつ複雑な分析を要するといった

問題がある．社会基盤整備がもたらすストック効果を

適切に把握するためには，こうした評価手法の課題克

服が不可欠である．

EBPMの文脈でエビデンスという場合，それは単な

るデータではなく，また政策と効果の間に見られる相

関関係でも不十分で．客観的に示された因果関係を指

す．しかし，社会経済統計などの観察データを用いる

場合，交絡や逆の因果性などが介在するため，政策の

因果効果の推定は格段に困難となる．昨今，こうした

問題を克服する様々な統計的因果推論手法が提案され，

それらを適用した実証研究が活発に行われている．土

木計画分野でも，高速道路や鉄道，新交通システムな

どの交通インフラ整備がもたらす因果効果の推定を試

みる研究が数多く報告されているものの，分析手法や

用いられるデータが研究毎にまちまちであり，それら
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表–1 潜在的結果と有無比較

処置群（X = 1）：IC整備が行われた 対照群（X = 0）：IC整備が行われな

地域 かった地域

整備した場合 実現した結果 実現しなかった潜在的結果（反事実）

整備しなかった場合 実現しなかった潜在的結果（反事実） 実現した結果

の成果が知見として十分に整理されていない状況にあ

る．また，国内事例を対象とした研究は，現在のとこ

ろ極めて限られている．

こうした状況を踏まえ，以下では，2.で統計的因果

推論の各手法について概説し，3.で交通基盤整備効果

の因果推定に関する研究についてレビューする．その

上で，4.で統計的因果推論アプローチの交通基盤整備

評価への適用に向けた論点整理を行うとともに展望に

ついて述べる．

2. 因果効果の識別戦略

本章では，高速道路整備が地域にもたらすストック

効果を例に挙げ，因果推論における識別問題とその対

応法について概説する．

(1) 潜在的結果と因果効果

高速道路の建設に伴ってインターチェンジ（以下，IC

と記す）が整備された地域（処置群）と整備されなかっ

た地域（対称群）が存在する．ここで，X は IC整備の

有無（処置の割り当て）を表す 2値変数であり，整備

が行われる場合には X = 1，整備が行われない場合に

はX = 0をとるものとする．また，Y (X)は人口や雇

用，あるいは付加価値額や生産性といった地域の潜在

的なアウトカム（結果変数）であり，整備が行われた場

合を Y (1)，整備が行われなかった場合を Y (0)と表す．

IC 整備が地域 i に及ぼす個別処置効果（individual

treatment effect; ITE）は，有無比較により，

ITEi = Yi(1)− Yi(0) (1)

と定義される．なお，個別処置効果が実際に意味を持つ

ためには，(a-1)地域 iの潜在的結果 {Yi(1), Yi(0)}は他
地域の IC整備の状況には依存しないこと，(a-2) 地域 i

に対する処置（例えば，ICの整備内容や地元における

協力体制など）が 1通りに定まっていることという 2つ

の条件を満足する必要がある．これらは，SUTVA条件

（stable unit treatment value assumption）と呼ばれる

（SUTVA条件については，4.で改めて議論する）．

続いて，母集団である全対象地域における平均処置

効果（average treatment effect; ATE）は，個別処置効

果の期待値を用いて以下のように定義される．

ATE = E[Y (1)− Y (0)]

= E[Y (1)]− E[Y (0)] (2)

この値は，全対象地域において ICが整備された際と整

備されなかった際のアウトカムの差の平均である．同様

に，ICが整備された地域（処置群）における平均処置効

果（average treatment effect on the treated; ATT）は，

ATT = E[Y (1)− Y (0)|X = 1] (3)

と定義される．しかし，表-1に示す通り，実現しなかっ

た潜在的結果（反事実）は観測できないため，有無比較

を行うことは根本的に不可能である．この問題は，「因

果推論における根本問題（Holland1)）」 と呼ばれる．

(2) 無作為割り当て

上述の通り，因果効果を直接的に計測することは不

可能である．では，どのような条件が整えば，実際に観

測されたデータのみから因果効果を推定することがで

きるか．いま仮に，ICが整備される地域がランダムに

選ばれる状況（無作為割り当て）を想定しよう．このと

き，IC整備の有無 X と潜在的な結果 {Y (1), Y (0)}と
は独立；

{Y (1), Y (0)} ⊥ X (4)

となり，処置群及び対照群における潜在的結果の分布

を母集団分布と同じものであると見なすことができる．

したがって，

E[Y (1)] = E[Y (1)|X = 1] (5)

E[Y (0)] = E[Y (0)|X = 0] (6)

が成立することから，式 (2)の平均処置効果を

ATE = E[Y (1)|X = 1]− E[Y (0)|X = 0] (7)

と書き直すことができる．式 (2)は反事実を含むため

計測できないが，式 (7)は観察データから計測するこ

とが可能である．このように，処置の割り当てを無作

為に行うことにより，処置による因果効果（介入効果）

を検証する方法は，ランダム化比較試験（randomized

controlled trial; RCT）と呼ばれ，実験研究で広く適用

されている．一方，観察研究においては，厳密な意味で

RCTを行うことは不可能であるものの，あたかもラン

ダムに政策が割り当てられ，実験的な状況が作り出さ

2

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集



!"#$%&

X=0,1

'()

Y(0), Y (1)

(a) 単純な因果関係のケース

!"#$%&

X=0,1

'()

Y(0), Y (1)

!"#$

U

(b) 疑似相関のケース

!"#$%&

X=0,1

'()

Y(0), Y (1)

!"#$

U

(c) 交絡があるケース

図–1 因果ダイアグラムの例

れたと見なすことができる場合が存在する．そのよう

なケースは，自然・擬似実験（準実験）と呼ばれ，RCT

と同様の方法により因果効果の検証が可能となる．

(3) 交絡

観察研究においては，処置が無作為に割り当てられ

ていない場合がほとんどであり，上記の推定方法では

推定値にバイアスが含まれる可能性が高い．図-1はX

と Y の間に相関関係が観察されるときの因果構造を示

すグラフ（因果ダイアグラム）の例である．四角で囲

まれた変数は観測された変数を，また，矢印は変数間

の因果関係の方向を示している．図-1(a)では，X を

原因，Y を結果とする因果構造のみを持つダイアグラ

ムであり，この場合，X と Y の間の相関関係をそのま

ま因果関係と解釈して問題ない．一方，図-1(b)では，

X と Y の間に矢印はなく，代わりにX, Y に向けて矢

印を持つ共通の変数 U が存在している．このような構

造を交絡（confounding）といい，X と Y に共通し

て影響を及ぼす要因 U は交絡因子（共変量）と呼ばれ

る．IC整備の例では，港湾や空港といった他の交通イ

ンフラへの近接性や地域の産業構造などの地域におけ

る地理的属性や社会経済的属性が交絡因子となり得る．

交絡因子が存在する場合，本来，直接的な関係を持た

ない X と Y の間に相関が観察される．このような関

係は疑似相関と呼ばれる．最後に，図-1(c)は直接的な

因果関係と交絡によって生じる疑似相関が混在してお

り，無作為割り当てが困難な観察研究でしばしば見ら

れる状況である．このとき，X と Y の間で観察される

相関関係をそのまま因果関係と見なすことことは誤り

である．

交絡が存在する場合に因果効果を識別するには，以

下に示す条件が成立している必要がある．

強い意味での無視可能な割り当て（strongly ignor-

able treatment assignment）条件（Rosenbaum and

Rubin, 1983）　

(b-1) 条件付き独立性：

{Y (1), Y (0)} ⊥ X| U (8)

(b-2) 条件付き正値性：

0 < P (X = 1|U) < 1 (9)

条件付き独立性とは，観測された共変量U 以外に処置

の割り当てX に影響を与える変数はなく，また，共変

量U を条件付ければ，潜在的結果 {Y (1), Y (0)}の分布
はどちらの群に割り当てられたかに依存しないことで

ある．条件付き正値性とは，与えられた共変量U の下

で，処置に割り付けられる確率が０より大きく１より

小さいという条件である．言い換えると，必ず処置を

受ける個体（確率 1）や必ず受けない個体（確率 0）は

含まれないということである．強い意味での無視可能

な割り当て条件が成立していれば，共変量U の値ごと

にX と Y の間の因果効果を評価し，それらを U の分

布で統合することにより，平均処置効果を推定するこ

とができる．

ATE = EU [Y (1)|X = 1,U ]− EU [Y (0)|X = 0,U ]

(10)

なお，共変量調整によって因果効果を推定するための

具体的な手法としては，回帰モデルを用いる方法，マッ

チングや層別化を用いる方法などある．回帰モデル（共

分散分析モデル）を用いる方法は，土木計画分野でも

馴染みが深いものの，結果変数と共変量の関係のモデ

ル化を誤ると推定値に大きなバイアスが生じることが

指摘されている．マッチングでは，処置群に含まれる

個体と同じ（または，近い）値の共変量を持つ個体を

対照群から選んでペアを作り 1，個体間の結果変数の差

をペアの数で平均することによって平均処置効果を算

1 （調整対象となる）全ての共変量が同じ値を持つ個体同士をペ
アにする完全マッチングが理想ではあるものの，実際には適用
が困難である．そこで，個体間の距離を定義（マハラノビス距
離など）した上で，最も小さい距離にある個体を選択する最近
傍マッチングや特定の距離以上ではマッチングしない条件を加
えたキャリパーマッチングなどが良く利用される．また，マッ
チングの際に不可避的に発生するズレの影響を小さくするため，
カーネル回帰法により補完した値をマッチング相手として代用
する手法なども提案されている．
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出する．また，層別化では，共変量の値をいくつかの

層に分け，層ごとに算出した処置群と対照群の結果変

数の差の平均を各層の重みを使って統合する．マッチ

ングや層別化を用いる方法は，パラメトリックな定式

化を必要としないため，回帰モデルが抱える問題を回

避することができる．一方で，共変量の数が多い場合，

共変量の値が一致するような適切なペアを作ることが

困難となる点や階層の数や分け方に分析者の恣意性が

介在する点が問題として存在する．

(4) 傾向スコア

一般に，強い意味での無視可能な割り当て条件を満た

すには多くの共変量が必要となる．上述の通り，共変量

を調整する上で，その数が増えるに連れて適切な推定が

困難となる．この問題を解決するために，Rosenbaum

and Rubin (1983)によって提案された概念が傾向スコ

ア (propensity score)である．実際に，傾向スコア

を用いた推定法は，仮にモデルの設定を誤ったとして

もバイアスが小さく，推定結果が頑健であることが報

告されている．傾向スコアは，処置の割り当てX およ

び観察された共変量U に対し，U が与えられた下で各

個体が処置に割り当てられる確率

e(U) = P (X = 1|U)) (11)

として定義される．傾向スコア e(U) で条件付けた場

合，共変量の分布と処置の割り当てが独立となる 2．

U ⊥ X| e(U) (12)

このとき，傾向スコアに関する条件付き独立性

{Y (1), Y (0)} ⊥ X| e(U) (13)

が成り立つことが明らかにされている．したがって，傾

向スコアは，多次元の共変量が持つ情報を 1次元の変

数として集約した値である．ここで，実際には各個体

の傾向スコアの真値は分からず，データから推定する

必要がある．推定におけるモデルの設定としては，プ

ロビットモデルやロジットモデルが使用されることが

多い．

PSi = Probit(Xi = 1|Ui) (14)

ここで，傾向スコアの推定において重要となる 2点に

ついて述べる．1点目は，傾向スコアの推定に用いる共

変量をいかにして選ぶかである．結論のみを述べると，

結果変数と関連があると思われる変数についてはなる

べく多く投入すること，処置によって影響を受ける変

数（中間変数）はモデルに含めるべきではないことで

ある 3．2点目は，算出された傾向スコアが条件付き独
2 このような性質を持つ変量をバランシング・スコアと呼ぶ．
3 共変量選択に関しては，Pearl の因果推論アプローチにおける
「バックドア基準」が有効である．因果ダイアグラムにおいて
「バックドア基準」を満たす共変量の組を回帰分析の説明変数と
して追加したとき，パス解析における総合効果を着目する因果

立性条件 (13) を満たしているかである．条件の成否を

直接確認することはできないが，間接的に確認するこ

とはできる．まず，回帰モデル (14)が十分な予測力を

持っているか否かである．予測力が十分に高ければ問題

ないが，逆に予測力が低い場合は重要な共変量がモデ

ルから欠落している可能性を意味する．次に，(12)式

の通り，処置群と対照群での共変量の分布が同じとみ

なせるかどうかである．両群での平均や分散だけでは

なく，分布形そのものを同じとみなせるか，変量同士

の同時分布に関してまで確認することが望ましいとさ

れる．このような作業はバランスチェックと呼ばれる．

条件 (13)が成立していないと判断された場合は，共変

量の高次項や交差項を追加してモデルを推定し直すか，

機械学習などを利用したノンパラメトリックな推定法

を採用するなどの対応が必要となる．

傾向スコアを用いた具体的な推定手法としては，マッ

チングや層別解析，回帰モデルを用いる方法があるも

のの，それぞれ次のような欠点が指摘されている．

(i) マッチング・層別解析では，因果効果の推定値は

算出できるものの，標準誤差や潜在的結果の各周

辺期待値 (E[Y (1)]，E[Y (0)])を推定することがで

きない．

(ii) マッチングでは，マッチされる側（サンプルサイ

ズの小さい方の群）の共変量分布に基づいて期待

値操作が行われるため，通常，処置群における因

果効果（ATT）しか推定されない．また，各群の

サンプルの大きさに偏りがある場合，サンプルが

大きい群に含まれるデータの多くが推定に利用さ

れず無駄になる．

(iii) 回帰分析では，傾向スコアと結果変数の関係に関

するモデル設定の妥当性が不明である．

以上の欠点を克服した推定法が提案されている．まず，

逆確率による重み付け (inverse probability weight-

ing: IPW)法である．条件付き独立性条件 (13)が成

立するとき，傾向スコアの逆数で重み付けした結果変

数の期待値は，E[Y (1)]の不偏推定量となる 4．

E

[
X

e(U)
Y (1)

]
= EU

[
EX|U

(
X

e(U)

)
EY (1)|U (Y (1))

]
= E[Y (1)] (15)

したがって，潜在的結果の周辺期待値の推定値 Ê[Y (1)]

は，観測されたデータを用いて以下のように導出される．

Ê[Y (1)] =
1

N

N∑
i=1

Xi

e(Ui)
Yi(1) (16)

また，X を 1 −X に，e(U)を 1 − e(U)に，Yi(1)を

Yi(0)に置き換えると Ê[Y (0)]の推定値となり，両者の

（介入）効果と同一と見なせる．詳細は文献を参照のこと．
4 実際の推定では傾向スコアの推定値 ê を代用するため，一致推
定値となる．

4
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差が ATEの推定値である．

続いて，二重にロバストな推定 (doubly robust es-

timation)法である．潜在的結果の周辺期待値の二重

にロバストな推定値 Ẽ[Y (1)]を以下のように表す．

Ẽ[Y (1)] =
1

N

N∑
i=1

[
Xi

e(Ui)
Yi(1) +

(
1− Xi

e(Ui)

)
Ŷi(1)

]
(17)

ここで，右辺第 1項は IPWの推定値と同じ値である．

一方，右辺第 2項の Ŷi(1)は，共変量を説明変数とした

回帰モデル：

Yi(1) = a1 +

K∑
k=1

bkUki + ϵi (18)

の推定値である．ただし，Ukiは個体 iの k番目の共変量

の値を，a，bkは回帰パラメータを表す．ここで，傾向ス

コアの推定値が正しければE(X/e) = 1，回帰式 (18)に

よる推定値が正しければE[Ŷ (1)|U ] = E(Y (1)|U)とな

ることから，どちらかが正しければ Ẽ[Y (1)]はE[Y (1)]

の一致推定量となる．先ほどと同様に，X を 1−X に，

e(U)を 1 − e(U)に，Yi(1)と Ŷi(1)をそれぞれ Yi(0)

と Ŷi(0)に置き換えると Ẽ[Y (0)]の推定値となり，両者

の差は ATEの推定値となる．

(5) 差の差分法

これまでの議論では，全ての共変量を観察できる状

況が前提としているが，現実的には，観察できない共

変量が存在する場合も多い．推定に必要な共変量が欠

落する場合，強い意味での無視可能な割り当て条件は

成立せず，推定にバイアスが生じる（欠落変数バイア

ス）．本節では，パネルデータを用いた推定手法によっ

て，この問題を回避できることを示す．

IC整備が行われた地域のグループ（処置群）と行わ

れなかった地域のグループ（対照群）のそれぞれにつ

いて，整備前後のアウトカムのデータを入手している

としよう（図-2）．YTt(X), YCt(X)は，処置群 (T )お

よび対照群 (C)における割り当てX の場合の時点 tで

の潜在的な結果変数を表す．ただし，時点 tが処置前で

あれば 0，処置後であれば 1をとる 2値変数である．こ

こで推定対象となるのは，整備が行われた地域におけ

る IC整備がもたらす平均因果効果，すなわち，

ATT = E[YT1(1)− YT1(0)] (19)

である．しかし，YT1(0)は反事実であり，観測するこ

とはできない．そこで，ある条件を追加した上で，入

手可能な 2グループ・2時点のデータを利用して実現し

なかった潜在的結果 YT1(0)を補完するのが差の差分法

(Difference in difference; DID)である．具体的に

は，「処置群と対照群の差」と「処置前後の差」の 2つ

!"#$% !"#&%

'()

*+)

YTt(X),

YCt(X)

YT0(0)

YC0(0)

YT1(1)

YT1(0)

YC1(0)

t

t = 0 t = 1

図–2 差の差分析

の差を用いて，差の差分を

DID = E[{YT1(1)− YC1(0)} − {YT0(0)− YC0(0)}]

(20)

と表す．DIDによりATT を推定するためには，次の２

つの仮定を満たしている必要がある．(c-1) 平行トレン

ド仮定 (parallel trend assumption)と (c-2)共通ショッ

ク仮定 (common shocks assumption)である．仮定 (c-

1)は，もし仮に処置が行われなかった場合，処置群と

対照群において，アウトカムが平行したトレンドを描

く（YT1(0) − YC1(0) = YT0(0) − YC0(0)）というもの

である．仮定 (c-2)は，介入前のアウトカム測定と，介

入後のアウトカム測定との間に，アウトカムに影響を

与えるような「別のイベント」が起きていない，もし

くは起きているとしたら２群に対して同じように作用

しているという仮定である 5．差の差分法の利点は，観

測不可能な共変量が存在したとしてもそれらが時間に

対して一定であれば，2時点間の差分を取ることによっ

てその影響を因果効果から切り離すことができる点で

ある．このことから，差の差分法は固定効果モデルを

応用した推定法であるといえる．

式 (20)を回帰モデルを用いて，以下のように表現し

直すことができる．

Yit = α+ βXi + γti + δ(Xi · ti) + ϵi (21)

ここで，iは個体を示すインデックス，Yit は個体 iの

時点 tにおけるアウトカムを，ϵiは誤差項を表す．ここ

で，回帰分析によって求めた交差項 (Xi · ti)の回帰係数
δがDIDと一致する 6．平行トレンド仮定が満たされ

5 仮定 (c-1) 及び (c-2) の成否を直接的に確認する方法は存在し
ない．なお，処置前にアウトカムが複数回測定されている場合，
それらのデータにおいて処置群，対照群の両群のアウトカムの
トレンドが平行であることを示すことが出来れば，仮定 (c-2)の
妥当性を間接的に確認することができる．

6 式 (20)を OLSで推定する場合，グループレベルの脱落変数の
影響はグループレベルの固有効果として捉えられる．一方，固
定効果モデルによって推定する場合，（時間を通じて変化しない）
脱落変数の影響は個体レベルの固有効果としてモデルから除去
される．

5
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(a) 内生性が存在するケース
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(b) 操作変数を含む因果ダイアグラム

図–3 内生性と操作変数法

るためには，処置群に含まれる個体と対照群に含まれ

る個体が互いに十分に類似している必要がある．回帰

モデルを用いる差の差分法においては，式 (21)に（時

間によって変化する）共変量を制御変数として追加す

ることができる．一方で，これまでの議論と同様に，モ

デルの誤設定には十分な注意が必要となる．

傾向スコアマッチングと差の差分法を組み合わせた

傾向スコアマッチング・差の差分法 (DID-PSM) も

提案されている．仮に，完全マッチングを採用した場

合，DID-PSMによる因果効果の推定は，次のように表

される．

ATTDID−PMS = Ee(U)

[
E
[
{(YT1(1)− YC1(0)}

−{YT0(0)− YC0(0)}|e(U)
]]

(22)

すなわち，各群から同じ傾向スコアの値を持つ個体同

士をマッチングした上で，（傾向スコアに関して条件付

きの）式 (20) を計算し，それを処置群における傾向ス

コアの分布で期待値を取ることによって ATTDID−PMS

の推定値を得る．なお，実際の推定においては，完全

マッチングが困難な場合が多く，その他のマッチング

手法により各群の個体同士をマッチングさせる．

(6) 操作変数法

a) 内生性バイアス

図-3に示すように，高速道路整備が地域の生産性を

向上させるという因果関係を想定する場合でも，効率

性（公平性）の観点からそもそも生産性の高い（低い）

地域に道路整備が優先的に実施されるという「逆の因

果性 (reverse causality)」の存在は否定できない．この

ときに整備が実施された地域と実施されなかった地域

とを単純に比較するならば，高速道路整備による因果

効果を過大（過小）に評価してしまう危険性がある．ま

た，前節でも述べたように，観測できない共変量が存

在する場面は少なくない．こうした状況では，回帰モ

デルにおける説明変数と誤差項の間に相関が生じ，そ

の結果，通常のOLS推定量はバイアスをもつ．ここで，

以下の回帰モデルを考えよう．

Yi = α+ βX→Y Xi + ϵi (23)

Y は連続的な結果変数，簡単のため，説明変数はX の

みとする．ϵi は誤差項を表す．このとき，回帰係数 β

の最小 2乗推定量 β̂OLS は以下のように表される．

β̂OLS = βX→Y +

∑
(Xi − X̄)ϵi∑
(Xi − X̄)2

(24)

p−→ βX→Y +
Cov(Xi, ϵi)

V ar(Xi)

ただし，記号
p−→は確率収束を表す．説明変数 X と誤

差項 ϵiに相関がある場合，右辺第 2項は 0とはならず，

β̂OLS は一定性を満足しない．これは，内生性バイアス

と呼ばれる問題である．

b) 操作変数と 2段階最小二乗法

操作変数法によって，内生性バイアスを回避するこ

とができる．操作変数が満たすべき条件を以下に示す．

(d-1) 操作変数 Ziは説明変数Xiと関係する（関連性；

relevance）：

Cov(Zi, Xi) ̸= 0. (25)

(d-2) Ziは被説明変数 Yiに対しXiを通じてのみ影響

を与え，直接は影響しない（除外制約；exclusion

restriction）7：

Cov(Zi, ϵi) = 0. (26)

(d-3) Zi と Yi の両方に影響を与える共変量が（制御

されぬまま）存在しない（no instrument-outcome

confounder）.

操作変数を用いた 2 段階最小二乗推定（2 steps least

square; 2SLS）法によって回帰係数 β を適切に推定す

ることができる．step (1) 内生的な説明変数X を被説

明変数，操作変数 Z を説明変数として第 1段階の回帰

分析を行い，Xi の推定値 X̂i を算出する．

Xi = γ + βZ→XZi + ηi (27)

第 1 段階では，内生的な説明変数 Xi を，操作変数に

よって説明できる部分 X̂i (= γ+βZ→XZi)とその他の

部分 ηiとに分離している．Ziは，誤差項 ϵi（あるいは，

被説明変数 Yi）と直接的な関連を持たないので，Xiの

情報のうち ϵiの影響を受ける部分は ηiに落とし込まれ

ている．すなわち，X̂i は，Xi の情報のうち ϵi の影響
7 外生性（exogeneity）とも呼ばれる

6
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を受けない部分のみを抽出したものである．step (2) 第

2段階として，第 1段階で得た推定値 X̂iを説明変数と

して，被説明変数 Yi との関係を推定する．

Yi = α+ βX→Y X̂i + ϵ′i (28)

IV推定量は以下のように表される．

β̂IV = βX→Y +

∑
(Zi − Z̄)(ϵi − ϵ̄i)∑
(Xi − X̄)(Zi − Z̄)

p−→ βX→Y +
Cov(Zi, ϵi)

Cov(Zi, Xi)
= βX→Y (29)

条件 (d-1), (d-2)が成立するとき，IV推定量が一致推定

量となることがわかる．なお，β̂IV は，Yiを Ziに回帰

したときの回帰係数の最小 2乗推定値 β̂OLS
Z→Y を Xi を

Ziに回帰したときの回帰係数の最小 2乗推定値 β̂OLS
Z→X

で除した値として書き表すこともできる．

β̂IV =
szy/s

2
z

szx/s2z
=

β̂OLS
Z→Y

β̂OLS
Z→X

(30)

操作変数法においては，上記の 3条件を満たす適切な

操作変数を見出すことが重要となる．条件 (d-1)につい

て，Zi と Xi の間の相関が弱い（relevantでない）場

合，式 (29)より IV推定量の一致性が脅かされる（weak

instruments問題 8と呼ばれる）．条件 (d-2)及び (d-3)

については，統計的に検定することはできない．した

がって，分析者が理論的予測などに基づいて，その正

当性を丁寧に説明しなければならない．一般に，上記

の条件を満足する操作変数を見つけることは必ずしも

容易ではなく，慎重な吟味を要する．

c) 局所的平均処置効果

再び，説明変数X が処置の割り当てを表す 2値変数

であるとする．同様に，操作変数 Z も 0，または 1の

いずれかの値をとる 2値変数であるとしよう．高速道

路整備による因果効果の推定を例に考える．処置Xiは

地域 iに高速道路が通っているか否かを表し，操作変数

Ziとして当該地域を歴史街道ルートが通っていたか否

かとする 9．ここで，条件 (d-1)-(d-3)が成否を順に確

認する．(d-1)は成立することが予想される上，1段階

目の推定によりその成否を確認することができる．次

に，昔と現代では産業構造も大きく異なるため，ある

地域が歴史街道ルート上にあるという事実が現代にお

ける当該地域の生産性などに直接的に影響するとは考

えにくい．従って，(d-2)も成立すると考えて妥当であ

る．(d-3)については，そのままでは成立しない場合が

多いものの，共通の共変量で条件付けることで成立す

る 10．ここで，さらに以下の条件を追加する．
8 1st stage F-statistic（第１段階目の回帰において操作変数の回
帰係数が全てゼロという帰無仮説に対する F 値）が 10 以上で
あれば問題ないとされる．

9 後述するように，道路整備効果の因果推論において，歴史街道
ルートは多くの既往研究で採用されている操作変数である．

10 厳密には，共変量を制御する場合には局所的平均処置効果は式
(31) とは異なる形で定義される．

(d-4) X(Z = 1) ≥ X(Z = 0)（単調性；monotonicity）

条件 (d-4)は，歴史街道ルート上にある場合には高速道

路が整備されないにもかかわらず，逆にルート上でな

かった場合に高速道路が整備されるような（天邪鬼な）

地域が存在しないことを表している．以上の 4条件が

満たされるとき，局所的平均処置効果（local average

treatment effect; LATE）は以下のように定義される．

LATE =
E(Y |Z = 1)− E(Y |Z = 0)

E(X|Z = 1)− E(X|Z = 0)
(31)

なお，式 (31)は，式 (30)と概念的に対応している．局

所的平均処置効果とは，操作変数の値 Z と割り当てX

の値が同じになる（Z = 0で X = 0，あるいは Z = 1

でX = 1）部分集団における因果効果である．

3. 交通基盤整備効果の因果推論に関する研
究レビュー

(1) レビューの視点

交通基盤整備は地域のアクセス性向上に伴う生産力

の拡大，人口や雇用の増加，資産価値の向上など多様な

影響を地域社会に及ぼすものの，その因果関係を明らか

にすることは容易ではない．Redding and Turner2)は，

交通基盤整備が経済活動の空間構造に及ぼす効果を操

作変数法などを用いて推定する研究についてレビュー

を行った．都市内 (intracity)か都市間 (intercity)かで

交通インフラを分類し，それぞれについて主に立地変化

に着目して既往研究を整理している．その結果，道路や

鉄道までの距離が 2倍になると，人口や雇用が 6-15%

低下すること，高速道路整備は都市人口や製造業の郊

外化をもたらすこと，効果は経済発展の度合いには影

響を受けないが，交通機関や産業によって異なること

などを明らかにした．本章では，2.で説明した因果推

論アプローチに基づく交通基盤整備効果の因果推論研

究についてレビューを行う．その際，人口増加・雇用促

進効果に加え，生産力拡大効果や資産価値向上効果に

ついても検討を行う．

(2) 分析アプローチ

a) 差の差分法

差の差分法は，Isserman らによる一連の研究 3)−5)

により初めて地域科学分野に紹介され，その後，様々な

交通基盤整備の評価に適用されている．以下では，(i)

効果の空間的範囲，(ii) 準実験・共変量調整，(iii) アナ

ウンスメント効果の各観点から整理を行う．

(i) 効果の空間的範囲

都市間交通インフラを対象とする研究では，地域を

基本単位として，当該地域内に交通インフラが敷設さ

れるか否かを処置の割り当てとして分析するケースが

7
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多い（Chandra and Thompson6)，Datta7)，Xu and

Nakajima8)など）一方，都市内交通インフラを対象と

する研究では，駅や ICから一定距離の範囲内に含まれる

地点を処置群として設定する場合が多い 11．McDonald

and Osuji9)は，シカゴの都市高速鉄道計画が住宅地価

に及ぼす効果を回帰DIDモデル 12によって推定してい

る．別途，実施されたシミュレーション分析において，

駅から 2マイル以遠では地価変化が起こらないと予測

されたことから，処置群の空間範囲を 1.5マイル以内

に，対照群の空間範囲は 1.5-3マイルに設定している．

Gibbons and Machin10) は，ロンドンにおける地下鉄

駅までの近接性の経済価値を住宅価格データを用いた

DID法により評価している．新駅が最寄り駅で，その

距離が 2km以内である地点を処置群，それ以外の地点

を対照群に設定した上でDID推定を行なった結果，駅

までの近接性向上によって住宅価格を 9.3%上昇したこ

とを示した．処置群の範囲については，0.5kmずつ探

索を行い，回帰DIDモデルの決定係数が最も高い 2km

が選択されている．Diao et al.11) は，局所多項式回帰

（local polynomial reggression）を用いて，シンガポー

ルにおける新線開業が住宅価格に影響を与える範囲を

新駅から 600mと特定し，処置群の範囲として設定し

ている．ただし，駅からの直線距離ではなく，街路ネッ

トワーク上の距離を採用している．

(ii) 準実験・共変量調整

交通インフラ整備が行われる地域はランダムに選ば

れるわけではなく，地域の規模や産業構造，地理的条

件，政治的要因など様々な要因に依存する．そのため，

交通インフラ整備効果の実証研究では，大抵の場合に

おいて交絡が問題となる．しかし，分析の視点を少し

変えることにより，この問題を回避することができる．

都市間高速道路は，ほとんどの場合，主要な都市の間

を結ぶルートに整備される．ルート上に位置する地域

は地理的な関係性から ICが整備されるものの，その他

の（観測できない）地域属性がルートの決定に及ぼす影

響は些細である (inconsequential)．そのような地域に

対象を絞れば，高速道路整備が無作為に割り当てられ

ていると考えることができる（準実験）．Chandra and

Thompson6)は，上記のアイディアを利用して，高速道

路の新規整備がアメリカ地方部における経済成長に及

ぼす効果について分析を行っている．Datta7)も同様の

準実験アプローチを用いて，インドの高速道路ネット

ワーク整備が企業行動に及ぼす影響についてDID法に

より評価している．また，Mayer and Trevien (2017)12)

11 対照群の設定については，対象地域のうち処置群以外の全ての
地点とする場合や処置群を取り囲む一定の距離帯に含まれる地
点を抽出する場合などがある．

12 McDonald and Osujiでは，この手法を一般化前後比較法 (gen-
eralized before-and-after evaluation method )と呼んでいる．

は，パリの都市内高速鉄道開通に伴う所要時間の短縮が

企業の立地，雇用及び人口に与える影響について DID

法を用いて分析を行っている．なお，ここでの推定値

は，ATEではなく，LATEであることに注意する必要

がある．

DID法を適用する上で，処置群と十分に類似した対

照群をどのように選定するかが問題となる．交絡の存

在は，DID法の前提となる平行トレンド条件の成立を

危うくする．対照群の選定に傾向スコア・マッチングを

利用するDID-PSM法を用いた研究も報告されている．

Gibbons and Machin10) は，住宅の属性を共変量とし

た傾向スコアに基づくマッチングによる推定値を通常の

DIDによる推定値と共に示し，分析の頑健性を確認し

ている．Xu and Nakajima8)は，中国の地方部を対象に

高速道路整備が産業発展に及ぼす効果を DID-PSM法

で推定している 13．Kanasugi and Ushijima13) は，リ

ニア開通に伴って東京駅および名古屋駅までの時間距

離が減少する地域を処置群，変化しない地域を対照群

に設定し，DID(FE)，DD(IPW)，傾向スコアマッチン

グ（最近傍マッチング）の各手法でリニア新幹線計画

が住宅価格に及ぼす効果の推定を行なっている．

(iii) アナウンスメント効果　

アナウンスメント効果とは，社会インフラ整備におい

てその運用が始まる以前から周辺地域で資産価値などが

上昇する現象のことである．シカゴの the Midway Line

を対象としたMcDonald and Osuji9)は，「たとえ開通前

であっても計画路線が確定すれば，近い将来に開通する

鉄道がもたらす利便性への期待から不動産価格が変化す

る」として，路線の整備自体は決定しているものの具体

的な路線設計の発表前に該当する 1980年を処置前，建設

開始後の 1990年を処置後のタイミングに選定している．

Kanasugi and Ushijima13)も，対象を（分析時点で未開

通の）リニア新幹線としているためでもあるが，計画が

公表された 2011年時点を処置の開始された時点として

定義している．このように，交通インフラ整備の処置の

タイミングをどの時点にするかという問題に対して妥当

性のある定義をすることは非常に難しい．McMillen and

McDonald14)，Billings15)，Levkovich et al.16)，Cohen

and Brown17)，Comber and Arribas-Bel18)も，同様の

アナウンスメント効果の検討を行っている．一方で，鉄

道整備の処置効果を計画発表時点，建設費用に関する

契約の成立時点，建設期間中，開通後，といったよう

に「前」と「後」のみに留まらない多時点で観測する試

みも複数なされている（例えば，Mulley and Tsai19)，

Yen et al.20)）ものの，交通インフラ整備が不動産価格

に及ぼす影響が発現するタイミングは，インフラの種
13 Xu and Nakajimaは，高速道路整備のない地域と計画はあるも
のの未整備の地域の産業の業績を比較する対照試験の結果，選
択バイアスの影響は必ずしも大きくないと述べている．
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類や土地・住宅・商業用物件といった不動産のタイプ，

また分析地域によっても異なる結果となっている．

b) 操作変数法

因果推論において操作変数法を用いる場合，2. (6)

で述べた通り，適切な操作変数を見出すことが最も重

要な作業となる．国内における操作変数法の適用事例

としては，ラグ変数を操作変数に用いることによって自

然災害指標が経済成長に及ぼす影響を推定した福田・遠

藤 21)や，居住地選択と交通手段選択の間の内生性に公

示地価を操作変数とする操作変数法によって対処した

松島ら 22)などがあるものの，土木計画学分野における

分析事例は非常に限られている．本項では，既存研究に

おける操作変数の選定を (i) 計画ルート，(ii) 歴史街道

ルート，(iii) ルート選択とは無関係（inconsequential）

の地域，の 3種類に大別したRedding and Turner2)に

ならい，整理を行う．

(i) 計画ルート

Baum-Snow23) は，計画ルートを操作変数に採用し

た先駆的研究である．具体的には，1950年∼1990年の

アメリカにおいて州間高速道路が人口の空間分布に及

ぼした影響を分析する際に，1947年時点での計画ルー

トを操作変数に用いている．ここでは，計画ルートが軍

事目的で設計されたものであり，分析単位である都市

圏の発展を企図した計画ではなかったため，操作変数が

満たすべき (d-1), (d-2) の条件を満足すると判断されて

いる．この計画ルートは，アメリカを対象とした他の研

究事例（例えば，高速道路整備が労働需要に及ぼす影響

をカウンティレベルで分析したMichaels24)，高速道路

ストックが雇用に与える影響を分析したDuranton and

Turner25)など）においても操作変数に用いられ，日本

を分析対象としたHsu and Zhang26)においても，1987

年の高規格道路網計画に基づきBaum-Snowと類似の操

作変数が検討されている．また，Möller and Zierer27)

は，ドイツの高速道路整備が雇用と賃金の変化に及ぼ

す影響を推定する上で，1890年の鉄道網計画と 1937年

の道路網計画を操作変数として用いている．

(ii) 歴史街道ルート

もう一つの代表的な操作変数である歴史街道ルートも，

現代の道路整備計画とは相関を持つ一方で現代の経済活

動の変化には影響を及ぼさないと考えられ，多くの分析

で採用されている 25),28)−30)．Duranton & Turner25)

は，高速道路ストックが 1983∼2003年のアメリカの都

市人口・雇用の成長に与える因果効果をについて構造

方程式を定式化し，IV法により，道路ストック 10%の

増加が都市の雇用を 20年間で約 1.5%上昇させるとい

う推定結果を得ている．その際に適用された操作変数

には，Baum-Snow23)と同様の 1947年時点での高速道

路の計画ルートに加えて，1518∼1850年の開拓ルート

および 19世紀の鉄道網が含まれる．このように 1つの

内生変数に対して複数の（過剰な）操作変数が設定さ

れる場合は，過剰識別の危険性があるため，過剰な操

作変数と元々推計したい式の誤差項との相関を検定す

る過剰識別制約検定による確認が必要となる．

Holl28)は，1997∼2007年のスペインの製造業を対象

に，高速道路整備への近接性が企業の生産性に及ぼす

影響について分析を行った．推定に際しては，政府が生

産性の高い地域に優先的に道路整備を行う，あるいは，

EUが今後の成長を見込んでむしろ生産性の低い地域に

整備を行うといった投資に関する問題，生産性の高い

企業が高速道路へのアクセスが良い都市部を好んで立

地する立地選択の問題，欠落変数の存在などに起因す

る内生性が生じることに対処する必要がある．同論文

では，1760年の郵便ルート及びローマ時代の道路への

距離を操作変数として採用した，固定効果操作変数法

を用いて分析を行っている．集積 (local density)の効

果についても推定を行い，高速道路によるアクセシビ

リティ向上効果は企業レベルにおいては集積の効果以

上に企業の生産性を向上させたことを明らかにしてい

る．また，高速道路に近接する郊外地域の企業で生産

性が大きく向上する一方で，その周辺地域の企業の生

産性が低下することにより，道路投資による便益の一

部が相殺されることが示された．

Holl と同様にスペインの高速道路整備に着目した

Garcia-López et al.29) は，高速道路整備が郊外化に及

ぼす因果効果の推定において，2000年前のローマ街道

と 250年前のブルボン朝期の道路ネットワークを操作

変数に用い，内生性に対処している．

(iii) ルート選択とは無関係の地域

分析対象地域が広域にわたる都市間比較において，

ルート選択とは無関係（inconsequential）な地域を選

択的に分析することにより，識別問題に対処できる場

合がある．この手法は「小規模な地域が新規道路の整備

計画上に現れるとすれば，主要な都市同士の中継地点

にたまたま位置する場合に限られる」と考えると，これ

らの小規模地域への処置の割り付けはランダムである

（処置の有無以外の特性は，整備路線計画と無関係であ

る）と解釈することができる，という仮定に基づいてお

り，場合によっては (i)や (ii)を併用される．Chandra

and Thompson6)は，本手法を用いてアメリカの州間高

速道路整備が郡レベルの産業別収益に及ぼす影響を分

析しており，その結論は，(i)に分類されるMichaels24)

（1947年の計画ルートを操作変数に用いて内生性に対

処）と概ね合致している．

Banerjee et al.31) は，中国の歴史的な条約港と内陸

の主要都市の間を直線で結ぶ仮想的なネットワークを

描き，仮想ネットワーク上に位置する地域はルート選
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択とは無関係であると見なして分析を行っている．同

様に中国を分析対象とした Faber32)の手法も Banerjee

et al.と類似しており，国内の主要都市を結ぶ最短経路

からなる仮想的なネットワークを構築した上で，高速

道路周辺地域と仮想ネットワークとの近接性を用いて，

高速道路整備がのアウトカム（域内総生産など）に与

える影響を推定している．

(3) メタ分析

Melo et al.33) は，1980 年台後半からの 33 の研究

（563推定結果）を対象に，交通インフラ整備が生産性

に及ぼす影響についてメタ分析を行っている 14．結果

として，道路の効果が高いこと，インフラ整備指標（金

銭，物量）の違いは有意な差を及ぼさないこと，固定

効果法を用いないと過大推定，逆の因果性を考慮しな

いと過小推定することなどを示している．Mohammad

et al.34)は，鉄道プロジェクトが土地や建物の価格に及

ぼす影響について，23の研究（102の推定結果）を対

象にメタ分析を行っている．その中で，利用するデー

タについて，時系列やパネルの場合，クロスセクショ

ンの場合と比較して，価格変化を大きく推定する傾向

がある一方で，推定方法に関しては，地理的加重回帰

（GWR）モデル，DIDモデルともに通常のヘドニック

モデルと比較して有意な差はないという結果を示して

いる．

4. 論点整理

これまでの議論を踏まえて，以下では，交通基盤整備

の因果効果推定を行う上での論点を示すとともに，そ

の対応などについて考察を行う．

(1) 因果効果の指標

通常，因果効果という場合，母集団における平均処

置効果 (ATE)を指す．一方，実際に処置を受けた集団

での処置を実施した場合のアウトカムとしなかった場

合のアウトカムの差，すなわち，処置群における因果

効果 (ATT)が興味の対象となる場面も少なくない．社

会基盤整備の評価において，いずれの指標を用いるべ

きかは評価の目的に依存する．

個別事業の評価では，事前段階において費用便益分

析が行われ，当該事業から発生する便益が有無比較に

基づいて計測される．事前と事後の評価は整合的であ

る必要があることから，個別事業の事後評価において

は，既に実施済みの事業による因果効果としてATTを

14 具体的には，推定法，モデルの特定化，集計単位，交通インフ
ラの整備指標，交通モード，国・所得水準，産業，時間フレーム
の各項目が生産の交通インフラに対する弾力性に及ぼす影響を
回帰モデルを用いて分析している．

用いることが望ましい．このとき，割り当ての経緯や

偏りには興味はなく，実現しなかった潜在的結果をい

かに補完するかが問題となる．昨今，都市内交通イン

フラ事業による効果をDID法を用いて推定する研究が

数多く報告されている．

一方，道路政策や鉄道政策といった政策レベルの評

価を行う場合，母集団全体における平均処置効果を用

いることが望ましい．個別事業の割り当て（実施の有

無）は決してランダムではなく，政策分野やマクロ経

済環境，政策判断基準（例えば，効率性優先か，公平性

優先か）など多様な要因に左右される．事業の割り当

てに偏りがあれば，効果は過小もしくは過大に推定さ

れる可能性がある．ATEを採用することによって，政

策としての一般的な性質や有効性を検証できる上，異

なる政策間の比較や異なる期間どうしでの比較なども

可能となる．

(2) 空間的範囲と発現タイミング

交通基盤整備のように処置による効果が空間的な広

がりを持つ場合に問題となるのは，SUTVA条件の成否

である．図-4は，道路 IC（あるいは，鉄道駅）が整備

された地点の周辺地域（エリア 1, 2及びその他）を表し

ている．整備前の各エリアにおける（1人当たりの）ア

ウトカムはいずれも yとする（簡単のため，エリア 1と

2の人口は等しいとする）．整備後の各エリアにおける

アウトカムは，それぞれ y+d+a, y−d, yであったとす

る．このとき，仮に，エリア 1に含まれる集団を処置群，

エリア 2を対照群と設定した場合，この地域における

道路整備による（1人当たりの）因果効果は，エリア 1,2

におけるアウトカムの差分 y+d+a− (y− d) = 2d+a

と算出される．しかし，dはエリア 2から 1への人口

や雇用の移動に伴うアウトカムの移転に過ぎず，エリ

ア 1と 2を合計するば当然ゼロとなることから，これ

を因果効果に含むことは明らかに誤りである．この場

合，エリア 1と 2を合わせた範囲を処置群，その他の

エリアを対照群に設定することが望ましく，（一人当た

りの）因果効果は y+ a/2− y = a/2と算出される．こ

の例のように，スピルオーバーが生じる場合には条件

(a-1)が成立しないため，効果の波及を見極めた上で分

析対象とする空間的範囲を適切に設定することが重要

となる．なお，交通インフラ整備によって影響を受け

る地域の地理的範囲を事後的に分析した研究も存在す

る（例えば，Seya et al.35)）．今後，こうした分析の結

果を知見として蓄積し，因果効果推定に役立てていく

必要がある．

対照群については，処置群の近隣地域の集団を対照

群とする場合と傾向スコアに基づくマッチングによっ

て選定する場合がある．前者は観察できない共変量の
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図–4 交通インフラ整備効果の空間的範囲

うち，地理的な要因の制御に有効であり，後者は観察可

能な共変量による調整に有効である．どちらが望まし

いかはその時々によって異なるであろうが，仮に両ア

プローチの対照群がある程度一致するのであれば，分

析の頑健性を示す有益な情報となる．いくつかの事例

について，両者を比較し，その傾向を確認する必要が

ある．

DID法を用いる場合，効果の発現タイミングの設定

が問題となる．既往研究によれば，都市内交通インフ

ラ整備を中心にサービス供用前にアナウンスメント効

果が発現するケースが数多く報告されている．その場

合，実際の供用開始時点を処置時点と設定すれば推定

結果は過小となるが，3.(2)で述べた通り，アナウンス

メント効果が存在するか否かは，インフラの種類や土

地・住宅・商業用物件といった不動産のタイプ，また分

析地域によっても異なる．

一方で，地方部の高速道路整備では，道路整備のみ

ではそれほど効果は発現しないものの，マクロ経済環

境の変化や他の政策の実施を契機に大きな効果が現れ

るケースが散見される．こうしたケースの多くは，「イ

ンフラがあったから地域が発展できた」，すなわち，地

域発展の前提条件としてのインフラ整備と考えられる．

インフラ整備と他の政策を組み合わせることによって

生じる効果は，他の政策実施の有無を表す新たなダミー

変数をDID法に加えた，Triple DID法によって推定す

ることができる 36)．政策の組み合わせと効果の発現に

関する因果関係が明らかとなれば，ストック効果の最

大化に向けて有益な情報となる．

(3) 交通インフラ整備と集積の経済

交通インフラ整備は，人口の集中や産業クラスターの

形成を促し，集積の経済により幅広い経済効果（wider

economic effect; WEI）15 を生み出すとされている．

WEIについては，新経済地理学の理論分析 37) から実

務における計測ガイドライン 38)に至るまで活発に議論

がなされているものの，交通インフラ整備と集積の経済

の間の因果関係については，未だ十分には理解されてい

ない．Redding and Turnerは，交通インフラ整備が地

域の空間構造に及ぼす影響について，「成長 (growth)」

であるか，「再編 (reorganization)」であるかを見極める

必要があり，そのためには構造推定アプローチが有効

であると述べている．Melo and Graham39)は，アメリ

カの大都市圏において，交通インフラ整備によって誘

発される（間接的な）集積の経済効果を同時方程式モ

デルによって推定し，公共交通機関は正の影響を及ぼ

すが，道路整備は負の影響をもたらすことを示してい

る．一方，Gerritse and Arribas-Bel40)は，高速道路整

備が生産性に及ぼす直接的な効果と集積の経済を促進

する間接的な効果とを明示的に分離した因果ダイアグ

ラムを想定し，過去の人口分布や道路ネットワークを

用いた IV法により，道路密度が集積の経済効果を高め

ることを明らかにしている．交通インフラ整備による

地域の空間構造及び産業構造への影響について，様々

なデータとアプローチを駆使し，その因果構造を明ら

かにしていく必要がある．

(4) 逆の因果性（同時性）への対応

図-3(a)のように欠落変数や逆の因果性が存在する場

合，操作変数法を用いた分析を行う必要があると述べ

た．一方で，条件 (d-1)-(d-4)を満たす適切な操作変数

を見つけることは困難であり，また，既往研究で採用

される操作変数が別の事例においても，やはり適切で

あるという確証はない．

林 41)によれば，社会資本に対する逆の因果性（同時

性）が問題となるのは，(i)所与の期間の公共投資が同

時期の生産に影響を受け，(ii)公共投資が瞬時に生産力

をもった資本として蓄積する場合である．アナウンス

メント効果が強く働く場合を除いて，通常，投資判断か

ら効果発現（供用開始）までには建設期間を含む一定の

期間のラグが存在する．パネルデータが利用できるな

らば，操作変数法ではなく，ベクトル自己回帰（vector

auto-regression; VAR）モデルを応用することによって

代替できる可能性がある 16．塚井・小林 42)は，社会資

本整備の長期記憶性と空間的スピルオーバー効果を同

時に考慮するできる地域生産関数を，VARを応用した

ARFIMAXモデルとして定式化し，多地域時系列デー

15 WEIは，伝統的な費用便益分析で計測対象となるいわゆる 3便
益以外の効果を指す．

16 VARを用いた場合，厳密な意味で因果関係の推定とは言えない
が，丁寧に分析を行うことにより因果関係に極めて近い相関関
係（準エビデンスと呼ばれる）を得られる可能性がある．
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タを用いて推計する方法を提案している．

5. おわりに

社会資本のストック効果の最大化に向けては，統計

等データを用いた事実・課題の把握，効果の予測・測

定・評価，及び政策の改善といったマネジメントサイク

ルの確立が必要である．そうした中で，客観的根拠に

基づく事後評価とそこで得られた知見の体系化は，極

めて重要な課題と位置付けられる 17．本稿では，まず，

統計的因果推論の各手法について概説し，交通インフ

ラ整備効果の因果推定に関する研究レビューを行なっ

た．その上で，統計的因果推論アプローチの事後評価

への適用に向けた論点を整理した．今後の取り組むべ

き課題は，以下の通りである．(i) 関連の既往研究を対

象としたメタ分析を実施し，各推定手法の特性を把握

する必要がある．その上で，(ii) 政策・事業の種別と採

用すべき手法との対応づけを行い，(iii) 国内事例を対

象として，因果推論アプローチによる実証分析を蓄積

する．また，(iv) 統計等データについて，諸外国との比

較などを通じて，今後のデータ収集・整備体制のあり

方について検討することも重要である．

最後に，本稿が我が国の土木計画分野におけるEBPM

体制の構築に向けた一助となれば幸甚の至りである．
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